
 

第 ５ 号議案 

 

 

   府中市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２１日 

 

               提出者 府中市長 高 野 律 雄 

 

 

 

 

 

 

（説明） 

戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の一部改正に伴い、戸籍電子証明書提供

用識別符号等の発行に係る手数料を新設するほか、所要の改正を行うものであり

ます。
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   府中市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 府中市手数料条例（平成１２年３月府中市条例第５号）の一部を次のように改

正する。 

 別表の２閲覧事務関係の表２の項中「書類」の次に「又はこれらの書類の画像

情報の内容を表示したもの」を加える。 

 別表の４交付事務関係の表中「４ 交付事務関係」を「４ 交付事務等関係」

に改め、同表に次のように加える。 

５ 戸籍電子証明書提供用識別

符号の発行 

戸籍電子証

明書提供用

識別符号発

行手数料 

符号１件につき ４００円 

６ 除籍電子証明書提供用識別

符号の発行 

除籍電子証

明書提供用

識別符号発

行手数料 

符号１件につき ７００円 

 別表の４交付事務関係の表に備考として次のように加える。 

 備考 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第 

１５１号）第７条第１項の規定により同法第６条第１項に規定する電子情報

処理組織を使用する方法（総務省令で定めるものに限る。以下同じ。）により

戸籍電子証明書提供用識別符号又は除籍電子証明書提供用識別符号（以下こ

れらを「戸籍電子証明書提供用識別符号等」という。）の発行を行う場合（当

該発行に係る戸籍電子証明書又は除籍電子証明書（以下これらを「戸籍電子

証明書等」という。）の請求が同項の規定により電子情報処理組織を使用する

方法により行われた場合に限る。）及び戸籍電子証明書提供用識別符号等の発

行に係る戸籍電子証明書等の請求を行う者が同時に当該戸籍電子証明書等に

記載された事項と同一の事項が記載された別表の１証明事務関係の表の５の

項に規定する戸籍の謄本等又は同表の６の項に規定する除籍の謄本等の請求

を行う場合においては、当該戸籍電子証明書提供用識別符号等の発行に係る

手数料は徴収しない。 

   付 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。



参 考 

府中市手数料条例新旧対照（抜粋） 

（   は、改正部分） 
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新 旧 

別表（第２条） 別表（第２条） 

 手数料を徴収する事務及びその手数料の名称及び単位・

金額 

 手数料を徴収する事務及びその手数料の名称及び単位・

金額 

 １ 省 略  １ 省 略 

 ２ 閲覧事務関係 
  

番号 事   務 名   称 単 位 ・ 金 額 

省 略 

２ 戸籍の届書その

他受理した書類

又はこれらの書類

の画像情報の内

容を表示したもの

を閲覧に供する事

務 

戸籍の届書

等閲覧手数

料 

１件につき ３５０円 

省 略 
 

 ２ 閲覧事務関係 
  

番号 事   務 名   称 単 位 ・ 金 額 

省 略 

２ 戸籍の届書その

他受理した書類

を閲覧に供する事

務 

 

 

 

戸籍の届書

等閲覧手数

料 

１件につき ３５０円 

省 略 
 

 ３ 省 略  ３ 省 略 

 ４ 交付事務等関係 
 

番号 事   務 名   称 単 位 ・ 金 額 

省 略 

５ 戸籍電子証明書

提供用識別符号

の発行 

戸籍電子証

明書提供用

識別符号発

行手数料 

符号１件につき ４００円 

 

 

 ４ 交付事務関係 
  

番号 事   務 名   称 単 位 ・ 金 額 

省 略 

 
（追 加） 
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新 旧 
  

６ 除籍電子証明書

提供用識別符号

の発行 

除籍電子証

明書提供用

識別符号発

行手数料 

符号１件につき ７００円 

 

 

   

（追 加） 

 

 備考 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法

律（平成１４年法律第１５１号）第７条第１項の規定

により同法第６条第１項に規定する電子情報処理組織

を使用する方法（総務省令で定めるものに限る。以下

同じ。）により戸籍電子証明書提供用識別符号又は除籍

電子証明書提供用識別符号（以下これらを「戸籍電子

証明書提供用識別符号等」という。）の発行を行う場合

（当該発行に係る戸籍電子証明書又は除籍電子証明書

（以下これらを「戸籍電子証明書等」という。）の請求

が同項の規定により電子情報処理組織を使用する方法

により行われた場合に限る。）及び戸籍電子証明書提供

用識別符号等の発行に係る戸籍電子証明書等の請求を

行う者が同時に当該戸籍電子証明書等に記載された事

項と同一の事項が記載された別表の１証明事務関係の

表の５の項に規定する戸籍の謄本等又は同表の６の項

に規定する除籍の謄本等の請求を行う場合においては、

当該戸籍電子証明書提供用識別符号等の発行に係る手

数料は徴収しない。 

（追 加） 
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新 旧 

 ５～６ 省 略  ５～６ 省 略 

   付 則  

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 


